
（別紙１）

交付対象農用地面積の確定に伴う概算払の扱いについて
第１　基本的考え方
本対策における交付対象農用地面積（以下、「交付面積」という。）や協定農用地面積については、活動組織の設立時に地域で十分に話し合って決められており、また、適切に本対策の効果等を検証するためには、対策期間内において変更することは望ましくありません。
　　　　しかしながら、概算払額は、農用地の転用など交付面積の減に伴う交付金返納を想定し、その事務を軽減するため年度当たり交付金額の１割相当額を保留しています。
活動組織の円滑な経理運営のためには、できるだけ早期に保留を解除することが必要なことから、面積確認基準日を設定し、面積の確定した活動組織に対しては道協議会の交付金交付会計の範囲内において残額の概算払をするものです。
第２　面積の確定等について
第１回面積確認基準日以降に交付面積の変更が予定されているが面積が固まっていないなど、第１回面積確認基準日に交付面積の確定ができない活動組織においては、第２回面積確認基準日までに確実に精査できるよう手続き等を進めてください。
なお、第１回面積確認基準日以降に、自然災害や収用適格事業(土地収用法第３条※別紙「参考資料」参照)による買収若しくは使用などやむを得ない事由以外で面積が変動する場合には、再度、第２回面積確認基準日をもって精算することになります。

１　第１回面積確認基準日　　平成２１年１０月３１日
２　第２回面積確認基準日　　平成２２年　２月２０日
第３　概算払について

第１回面積確認基準日で本年度の面積が確定できる活動組織に対しては、１２月１１日（金）に道協議会の交付金交付会計の範囲内において保留を解除し概算払が可能となり、第１回面積確認基準日に交付面積の確定ができない活動組織においては、道協議会の交付金交付会計の範囲内で９割相当額を第６期及び第７期で概算払することとなります。
　
第４　概算払に向けた手続きについて
交付面積が変更になった活動組織については、平成21年3月27日付け20道協議会第154号別紙2「平成21年度支援交付金交付事務スケジュール」の概算払日に変更された交付額を反映すべく、次のスケジュールで概算払を行いますので、必ず期日までの提出をお願いします。
①「採択変更承認申請書（様式第１０号）」の提出
・第６期　１１月１３日（金）

・第７期　１２月１６日（水）

・第８期　　２月２２日（月）

　※　交付面積の変更のある活動組織にあっては、交付金変更承認申請書（様式第１５号）と併せて提出願います。
②「採択変更承認通知書（様式第１１号）」の発送　　　
・第６期　１１月１９日（木）

・第７期　１２月２２日（火）

・第８期　　２月２４日（水）
　※　交付金変更指令（様式第１６号）と併せて発送します。
　※　市町村負担金請求書を発送します。

③「概算払申請書（様式第１８号）」の提出

・第６期　１１月２７日（金）

・第７期　　１月１５日（金）

・第８期　　３月　５日（金）

④「概算払決定通知（様式第１９号）」の発送
・第６期　１２月　４日（金）
・第７期　　１月２０日（水）

・第８期　　３月　８日（月）

　　　　※　市町村負担金の納付期限とします。

（期間が切迫していますので関係部署との事前の協議をお願いします。）
⑤　概算払日　　　　　

・第６期　１２月１１日（金）

・第７期　　１月２８日（木）

・第８期　　３月１５日（月）

第５　交付面積の変更理由及び確定手法について

交付面積に係る事務手続きについて、適切な指導・助言を行うことを目的に別紙３「交付面積変更及び確定調査表」により調査を行います。

記載方法等については、別紙２「交付対象農用地面積の変更理由及び確定手法の調査について」を確認願います。
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